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This study aims at measuring the urban intensity against 
the snows for the first step to make a counterplan for snow 
damage from the long view. Firstly， intensity is defined 
considering the conditions of land use and road system， and 
the present figures are calculated for 27 land use zones of 
Fukui urbanized area. Secondly， the conditions of land use 
in future are forecasted with original land-use model. 
Finally， the figures in future are estimated. 
1 はじめに
;15 
全国的規模において52年豪雪を凌ぐものとなった56年豪雪は，福井県においては，質的にも量的
にも 38年豪雪を上回る大豪雪であった。この豪雪によって，福井県内では，国鉄をはじめとする交
通機関が混乱し，また多くの道路でしばしば閉鎖または通行止を余儀なくされた。そして，乙の貴
重な体験から雪に対する認識が新たになり，雪対策の重要性は一層高まった。しかしながら，これ
までの雪対策は短・中期的なものが多く，また，そのほとんどが積雪に対して受け身的なものであ
った。
そこで，本研究では，福井市の市街化区域を対象K， r福井都市計画基礎調査報告書Jl)のゾー ニ
ングに基づき，まず，各ゾーンの耐雪性を計量的に把握するため，土地利用と道路条件をもとに耐
雪力を定義し，ゾーン聞の比較を行った。そして，長期的見地に立って今後の雪対策を考える必要
本 建設工学科 料建設工学科大学院
36 
性から，土地利用モデルを構築し，将来の土地利用状況を予測することによって，将来の各ゾーン
の耐雪力を算定した o さらに，乙れらの値を現況と比較することにより，各ゾーンの耐雪性が将来
においてどのように変化するかを把握し，今後の雪対策として，土地利用制御など，重点的に実施
する必要性がある地域を探り出している。
2 耐雪力の現況
(1) ゾーン別排雪需要
① 排雪需要算定モデル
まず，宅地に関しては，屋根雪の処理が大きな問題となるが，堆雪が空地の積上げ限界まで可能
であるとすれば，宅地からの排雪需要は空地の多少によって大きく影響される。そこで，乙乙では
排雪需要は積雪と屋根雪降ろしによる堆雪が積上げ限界を上回ったときに発生すると考える。
次i乙，公共用地のうち道路については，雪堤の一定の高さまでは路側への除雪でその処理が可能
であるが，路側への堆雪ができなくなったときに雪堤からの排雪が必要となってくる。
また，公園については，排雪需要の対象外となるだけでなく，排雪場所としても利用可能である。
さらに，未利用地についても公園と同様のことが考えられるが，そのほとんどが私有地であるため，
ここでは除外する。
以上のような考えに基づいて，排雪需要算定モデルを次のように設定した。
DE1二 Li+Ri-PAi
ここで， DEi ゾーンiの排雪需要量
Li ゾーンiの宅地からの排雪需要量
Ri ゾーンiの道掛からの排雪需要量
PAi ゾーンi内の公園の堆雪可能量
(1) 
また，式(1)のLiは，用途別(住宅地，商業地，工業地)の排雪需要量の総和であり，以下に示
す式によって求める。
Li = ZWk 
W~ 二 (H ・一」-- 4Hn) ・ X~1 -Pk じ丘
ここで，Wk : k用途からの排雪需要量
H:新雪換算積雪深
Pk : k用途における建ぺイ率
Hc 積上げ限界深
Xk : k用途における空地面積
(2) 
(3) 
次に，式(1)のRiは，道路を段階別に分類し，それぞれの排雪需要量を合計したものである o 各
段階の排雪需要量は以下のようにして求める。
j) 4車線 6車線道路
中央分離帯が設置されている道路に関しては，一方向の車道に対し，両側に雪堤ができるものと
して計算する。また，確保幅員は 4車線道路で 2車線(一方向 l車線)， 6車線道路では 4車線を
それぞれ確保するものとする。ただし車線当りの幅員は 3.25mとして計算する。
H.D Ve二一五五一・工 (x)・ (L-L') 
ただし，工昨 {cos-1(1-x) -J1 -( 1 -X)2・(1-x)}-i
X=B* -D+ 4 JH・D/2π-
2，fH・D/2π
ことで H 新雪換算積雪深
D:車道幅員
L:道路延長
L' :融雪施設のある道路延長
R*:確保幅員
Ve :段階別道路からの排雪需要量
iD 2車線以下の道路
(4) 
2車線以下の道路に関しては，車道幅員をすべて確保する必要があるので，完全除雪とする。
Ve =D ・(L-L')・H・ρ'nlρ (5) 
乙ζで Pn 新雪時の雪密度(0.1 g I cm3 ) 
ρ:排雪時の雪密度(0.4 g I cm3 ) 
よって，道路からの排雪需要量Riは，
R;二 IV1 (6) ーユー
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となる。そして，地区内の排雪場所として利用できる公園の堆雪可能量PAiは，次式によって求め
る。
PAi = pai・(1ー α)(B-H)・ρnlρ
(ただし，日 >BのときはPAi= 0とするJ
乙乙で， pai:公園面積
α:公園施設率(=0.5 ) 
B:公園での積上げ限界
H:積雪深(堆積)
② 排雪需要の算定
(7) 
排雪需要量の算定にあたって，まず，積雪深に関しては， O. 75 m， 1. 00 m ，……， 2.50 mの計 8
ケースを 0.25m間隔で設定した。また，空地および公園における積上げ限界は 2.00mとし，公園の
施設率は空中写真を検討して 0.5(=一定)とした。
次l乙，算定に必要なデータについては，まず，用途別面積に関しては「福井都市計画基礎調査報
告書」より，住宅地(住宅/共同住宅/併用住宅/文教・厚生)と商業地(業務/商業/官公房)
と工業地(運輸・倉庫/工場(1)， (2) /その他)とに分類し，建ペイ率については，これらの分類の
うち，文教・厚生，官公庁の建築面積を除いて算出している。また，道路関連データについては，
道路台帳をもとに作成した。
以上の条件のもとで，式(1)----式(7)により算出した各ケースにおけるゾーン別排雪需要量を示した
のが図 lであり，積雪探2.50m におけるゾーン別排雪需要量を示したのが表 lである。乙れをみる
と， Aー1中央だけが直線的に増加しているが，残りのすべてのゾーンでは，積雪深が大きくなる
指につれて二次的に排雪需要量が増加しているの
がわかる。乙れは，積雪深が小さいときの排雪
需要が道路からのみ発生しているのに対して，
空地への堆雪が積上げ限界を超える積雪深にな
'"・.'
tJ~ 
ると，乙れに宅地からの大量の排雪需要が加わ 雪
るため，すべての排雪需要を合わせた総排雪量 需
が一挙に増加するためである。ただし，宅地か
らの排雪需要は用途別建ぺイ率の影響で，ゾー
ンによってその発生する積雪深は異なっている。
例えば， A -1中央は最も早く宅地からの排雪
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図 1 ゾーン別排雪需要
表 1 ゾーン別排雪需要量
積雪深 2. 50m 
地区名 住宅宅商寮工事地E 小計
，"' .'" 
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需要が発生していて，その際の積雪深は1.00mである。逆に，排雪需要の発生が最も遅いのはc-
2啓蒙で，その際の積雪深は 2.25mである。
次に，乙れをゾーン別にみると，排雪需要量の多いゾーンは積雪深のケースによって多少変動す
るが，だいたいA-1中央， B -1松本・宝永， B -2駅東， B -3橋南， B -5花月などのゾー
ンで，市街地中心部に集中している。乙れらのゾーンではすべて，土地利用率が95%を超えている
上，建ペイ率も他のゾーンと比較すると高い万であり，ゾーン内の空地が非常に少ないことが強く
影響していると思われる。逆に，排雪需要量が少ないゾーンは， C -13運動公園， C -20幾久で，
特に前者においては，積雪深が1.50mIL.達するまで排雪需要が発生しない。これは，ゾーン内の公
園面積が非常に多く，ゾーン内で処理できる量が非常に多いためである o
(2) 耐雪力算定モデル
① 耐雪力算定モデル
あるゾーンの耐雪力とは，そのゾーンで発生した排雪需要をいかに速やかに処理することができ
るかを表わすもので，そのゾーンの排雪に対する立地的ポテンシャルを言い換える乙とができる o
乙のことを考慮に入れて，耐雪力算定モデ、ルを次式のように設定した。
? ? ???? ??? (8) 
乙乙で Fi ゾーン iの耐雪力
Oj :雪捨場Jの堆雪可能量(104 m3 ) 
DEi ゾーン iの排雪需要量 (104m3) 
T ij :ゾーン iから雪捨場Jまでの最短経路距離 (km)
② 耐雪力の算定
耐雪力の算定にあたって，まず，雪捨場については，図 21(.示すように56豪雪時の指定雪捨場を
対象とし，除雪された雪は図 3に示す冬期幹線ネットワーク上を運搬されるものとする。
以上のような設定のもとで，式(8)によりゾーン別の耐雪力を排雪需要量と同様に計8ケースにつ
いて算定すると，図 4のようになった。これをみると，各ゾーンの耐雪力は積雪深の増加に伴い，
当然小さくなっているが，特に積雪深が 0.75mから1.00mへ増加する時の減少が著しいものとなっ
ている。そして，積雪深が 2.00m以上になると， 0 -7板垣を除いてゾーンによる差はあまりみら
れなくなっている。
さらに詳細にみてみると，耐雪力の小さなゾーンは，積雪深が1.50mまでのときは， 0 -1江端，
0-6上北野， c -8花堂， 0 -12社南， C -5下北野の順である。積雪深が1.75 m以上になると
順位にかなりの変動がみられ，積雪深が 2.50mのときには，耐雪力の小さなj慣に 0-11江端 C-
8花堂， C -6上北野， C -19新田塚， C -12社南となっている。また，各ケースを通して C-
1江端が常に最も耐雪力が小さいゾーンとなっている。耐雪力の小さいゾーンは， B -5花月， B 
-2駅東を除けば，いずれも市街地縁辺部に位置しており，乙れらのゾーンでは指定雪捨場までの
距離抵抗が大きく，かっ排雪需要量も比較的多くなっている o
逆に，耐雪力の大きいゾーンは， C -13運動公園， 0 -21高木， C -20幾久， B -1松本・宝永，
0-3日ノ出などである。これらのゾーンでは，いずれも排雪需要量が少ないか，指定雪捨場への
アクセシピリティの良好なゾーンである。
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図 2 指定雪捨場 図 3 冬期幹線ネットワーク
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以上のように，耐雪力の大小は各ゾーンの排 1川|量・
雪需要量の多少と指定雪捨場へのアクセシピリ
ティが大きく影響するので，耐雪力の小さい市 耐
街地縁辺部では，今後，道路整備を促進しアク 雪
セシピリティの向上を図る一方で，雪捨場の新 力
設や多目的公園の建設および土地利用の制御な
どにより，耐雪力の向上を図っていく必要があ
る。
図 4 ゾーン別耐雪力
3 将来土地利用の予測
(1) 土地利用モデルの構築
① ゾーンポテンシャル
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あるゾーンのもつポテンシャルとは，そのゾーンの各用途面積が将来において増加する(あるい
は，減少する)度合い，および増加(減少)のしやすきを表わすものであるとする。そして，とこ
では，増加する度合いを土地利用率で，また，増加のしやすきをそのゾーンの立地的条件(具体的
には，設定された幹線ネットワーク上における他のゾーンとの最短経路距離で表わす。)で説明でき
ると仮定し，ゾーンポテンシャルを式(9)のように設定した。
日(七)=Z l J exp{-Li(t)} 
i IDi工(t)}
(た大ざし， Dii= 0.2 ) 
乙乙で Pi(七):七期におけるゾーン 1のポテンシャル
Di工(七):t期におけるゾーン i，l閣の最短経路距離(回n)
Li (七):t期におけるゾーン iの土地利用率
r.ノTラメータ
(9) 
また，距離パラメータ rは地域固有のもので，福井市の市街化区域のように比較的狭い地域にお
いては，その値を適当なものとするためにキャリプレーションなどによってよく検討する必要があ
る。
包) 土地利用モデル
土地利用モデルとしては，対象地域の用途別面積と対象ゾーンの用途面積を用いるグラピティ・
タイプのモデルが考えられるが，前述のように本研究の対象地域が比較的狭い地域で，さらにそれ
を細分化したゾーンレベルでの予測にあたっては，ゾーンによって土地利用状況が異なっていると
乙のタイプのモデルで説明することが困難であると思われる。そ乙で，こ乙では，前述のポテンシ
ャルを指数項l乙含むモデルを提案する o
Xij (七十 1)=k・{Xij(t)}a • exp{s・Pi(t)} uo 
ここで， Xij(七+1) t+1期におけるゾーン iの用途 Jの面積(j二 1，2， 3) (haJ 
X ij (七):t期におけるゾーン iの用途Jの面積 (ha)
k:定数
α，β:パラメータ
乙のモデルによれば，交通条件の変化をポテンシャルを通して内生化することができるが，一方
で収束計算も必要になる。
(2) パラメータの推定
パラメータの推定にあたっては， I福井都市計画基礎調査報告書」の昭和51年および昭和56年の
データをもとに，重回帰分析により行った。さらに，距離パラメータ rについては， 0.0から 3.0 
まで O.2間隔で計16ケースについて，重相関係数およびRMS誤差を算出し，それらの比較を行った。
その結果 rニ O.2のときが最も適合度が高いことがわかった。そこで，距離パラメータ rを0.2
K固定し，定数kおよびパラメータ α，sを推定して，式(9)および式側を以下のように書き直した。
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九(七)=子{Dふ)}o.z・exp{-Li(七)} (9)' 
Xij (七+1) = {Xij(七l}叩23 • exp {O.O日4• Pi(七l} qω 
そして，式(9)'および式側'により昭和56年の値を推計し，さらに，各ゾーンの用途面積と各用途
の総面積の昭和56年の実績値をコントロール・トータルとして収束計算を行ったところ，推計値は
実績値にかなり近似した値となった。以上の乙とから用途別面積の予測においては，このモデルは
かなりの有意性をもっていると思われ， ζのモデルを用いて将来予測を行う乙とにする。
(3) 将来予測
まず，将来予測にあたって，ゾーン聞の最短経路距離については，既定の幹線ネットワークに加
え，計画中の道路がすべて完成したものと仮定し，新たなネットワークを設定し，計算する。さら
に，土地利用率と用途別面積は昭和56年のデータを用いることとする。また，コントロール・トー
タルとしては，将来の土地利用状況が福井都市計画総括図(その 1)における用途指定どおりにな
されるものと仮定し，乙れより各ゾーンの用途面積と各用途の総面積を求め，乙れらの値を用いた。
表 2は，以上の条件での各ゾーンのポテンシャルを示している。現況(昭和51年)と比較すると，
全体的には，各ゾーンのポテンシャルはわずかではあるが減少している。しかしながら，土地利用
率が90刊を越える市街地中心部のゾーンでは，道路整備による効果が現われ，わずかではあるが増
加がみられた。
次l乙， ζのゾーンポテンシャルを用いて将来のゾーン別用途面積を計算し，前述のコントロール
.トータルを用いて収束計算を行うと表 3のようになった。乙れをみると，住宅系用途では C-7 
板垣およびC-14加茂ケ原で現在の 2倍強に増加する乙とが予測され，商業系用途では C-6上北
野， C -7板垣および C-14加茂ケ原で顕著な伸びがみられる o さらに，工業系用途でも上述のゾ
ーンでの増加が際立っており，今後これらのゾーンを中心に土地利用が伸び，市街化がさらに進行
すると思われる。
表 2 ゾーン別ポテ 表 3 将来予測値(収束計算後)
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4 将来耐雪力の予測
(1) 対象地域の将来設定
まず，将来の排雪需要の算定にあたって，積雪深(8ケース)，空地および公園の積上げ限界
( 2 m ) ，さらに，公園の施設率(0.5=一定)はそえぞれ現況において設定したものと同様とす
る。また，ゾーン別用途別面積は前節で推計されたものを用い，建ベイ率および公園面積は現況と
閉じ値を用いる。道路については，計画中の道路がすべて完成されたとして，新しい道路データを
作成した。また，各ゾーンから各雪捨場までの距離についても新しい幹線ネットワークをもとに算
出した。そして，雪捨場の規模や最寄りのノードについては，現況と同様であるが，各種距離計算
の際に用いた各ゾーンの代表ノードは，ネットワークの構成上，一部のゾーンで現況とは異なるも
のになった。
(2) 将来のゾーン別排雪需要
以上の条件のもとで，前出の式(1)---式(7)によって算出した各ゾーンの各ケースにおける排雪需要
量を示したのが図 5で，積雪深2.50mにおけるゾーン別排雪需要量を示したのが表 4である。乙れ
をみると，積雪深の増加に伴う各ゾーンの排雪需要量の増加傾向としては，現況とほとんど差はみ
られず， A -1中央を除いて，積雪深が1.50mから 2.00m程度になると急激に増加する。また，ゾ
ーン別に将来の排雪需要量を現況と比較すると，市街地中心部のA，Bゾーンでは，現況の土地利
用率が90%以上とほぼ飽和状態にあるため，将来においても用途面積がほとんど増加せず，当然の
結果として排雪需要量もほとんど変化がみられない。乙れとは逆に，市街地縁辺部に位置するゾー
ンではかなりの増加がみられ， C -6上北野，
C -7板垣， C -14加茂ケ原， C -19新田塚な
ltIO'.3 J 且叫'M'
tI~ 
川仙の;ド
tlT 
雪 雪
需 需
要
どのゾーンでは，特に顕著な増加がみられた。
乙れらのゾーンでは，将来において用途面積の
増加が顕著であると予測されたゾーンである。
(3) 将来のゾーン別耐雪力
前述の条件をもとに，式(8)により各ケースに
おけるゾーン別耐雪力を算定した結果，積雪深
の増加に伴う各ゾーンの耐雪力の減少傾向は，
，- Xl0... 
????
・2 包・...
図5 将来ゾーン別排雪需要
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表 4 将来ゾーン別排雪需要量
積雪混 2. 50rn 単位:10・n
宅地 道
も葡蕗道総蕗It 公可の園処能理で量地区名 住宅 簡素工寮 小計 幹線道関 総排雪量2車線 4車線<D4車規~6車線記06車線(g小計
排雪需要量と同様に現況とほとんど差はみられなかった。耐雪力の大きいゾーンは各ケースを通し
てそれほど変動はみられず，だいたい C-13運動公園， C -21高木， C -20幾久， B -1松本・宝
永などであった o 逆l乙，耐雪力の小さいゾーンは，各ケースを通して C-ll江端， C -6上北野，
C -12社南など道路整備が比較的遅れている市街地南部および東部に位置している。
次l乙，さらに詳細に将来の耐雪力について検討するために現況との比較を行った。図 6は各ケー
スととの耐雪力を現況と比較し，その伸び率を示したものである。これをみると，将来において耐
雪力が全ケースとも現況を上回っているのは， B -2駅東および C-13運動公園で，逆に，全ケー
スとも現況を下回っているゾーンは， C -7板垣， C -12社南であった。全体的には，積雪深が
1.50 mから1.75 mぐらいまでは，現況とほとんど同じか，あるいは，わずかに上回っているが，積
雪深がそれ以上になると，各ゾーンの耐雪力は積雪深の増加につれて現況を大きく下回っている。
このように，将来においては，積雪深が1.50m程度までは現況とほぼ同様の耐雪力が期待される
が，積雪深がそれ以上になると急激に小さな値となり，ひとたび豪雪に見舞われれば，各ゾーンの
耐雪性は，現在よりもかなり低くなると思われる。
そこで，今後の雪対策としては，上述したことを考慮して，耐雪力が小さいと算定されたゾーン
を中心に耐雪力の向上を図る諸施策を実施していくことが望まれる。
5 おわりに
本研究では，用途別面積と道路環境をもとに各ゾーンの排雪需要量を算定し，雪捨場の容量と雪
捨場へのアクセシピリティを考慮して，各ゾーンの耐雪性を計量的に把握する乙とを試みた。その
結論を要約すると次のようになる。
① 現況において，排雪需要量が多いゾーンは土地利用率が高く，ゾーン内の空地が少ない市街地
中心部に集中している。逆に，排雪需要量が
少ないゾーンは， ゾーン内の公園面積が多い ..0 
ゾーンであった。
積雪襟
② 耐雪力の大小は，排雪需量と雪捨場へのア
クセシピリティに大きく影響されるが，現況
において，耐雪力が小さいゾーンは，市街地
A-I 
縁辺部に多くみられた。 B-I 
③ 土地利用モデルを構築し，将来土地利用状
B-2 
況を予測したと乙ろ，各用途(住宅系，商業
系，工業系)とも C-7板垣および C-14加 目-3
茂ケ原で顕著な増加がみられた。
B-4 
④ 将来の土地利用予測に基づいて，各ゾーン
の排雪需要量を算定したと乙ろ，土地利用率 B-5 
が高い市街地中心部ではほとんど増加しなか C-l 
ったが，市街地縁辺部のゾーンではかなりの
C-2 
増加がみられた。
⑤ 将来の耐雪力を現況と比較すると，全体的 C-3 
には，積雪深が1.50m程度までは現況とほぼ
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図6 将来耐雪力の現況比較(積雪深別)
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同様の耐雪力が期待できたが，積雪深がそれ以上になると急激に小さくなり，豪雪に対処するた
めの施策の重要性が見い出せた。
最後~r. ，本研究をまとめるにあたっては，福井大学大学院生の舟川功君の協力を得た。
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